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１ 統計調査の審査状況 
（総括表） 
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１ 指定統計調査の承認 

指定統計調査

の名称 

承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

（な し）    

 

２ 承認統計調査の承認 

承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.27065 

（旧 No.22191) 
H19.10.4 

内貿ユニットロード貨物流動調査 

（コンテナ船・ＲＯＲＯ船航路動向調査票） 
国土交通大臣 

No.27066 

（旧 No.     ) 
H19.10.4 

内貿ユニットロード貨物流動調査 

（コンテナ船・ＲＯＲＯ船貨物流動調査票） 
国土交通大臣 

No.27067 

（旧 No.22192) 
H19.10.4 

内貿ユニットロード貨物流動調査 

（自動車航送船航路動向調査票） 
国土交通大臣 

No.27068 

（旧 No.     ) 
H19.10.4 

内貿ユニットロード貨物流動調査 

（自動車航送船利用動向調査票） 
国土交通大臣 

No.27069 

（旧 No.26730) 
H19.10.4 

就労条件総合調査 

（就労条件総合調査調査票） 
厚生労働大臣 

No.27070 

（旧 No.25895) 
H19.10.4 

国家公務員共済組合年金受給者実態調査 

（退職共済年金・退職年金・減額退職年金受給者実態調査

票） 

財務大臣 

No.27071 

（旧 No.23082) 
H19.10.9 

フランチャイズ・チェーン事業経営実態調査 

（フランチャイズ・チェーン事業経営実態調査票（本部

用）） 

経済産業大臣 

No.27072 

（旧 No.23083) 
H19.10.9 

フランチャイズ・チェーン事業経営実態調査 

（フランチャイズ・チェーン事業経営実態調査票（加盟店

用）） 

経済産業大臣 

No.27073 

（旧 No.26225) 
H19.10.15 

航空旅客動態調査 

（航空旅客動態調査票） 
国土交通大臣 

No.27074 

（旧 No.     ) 
H19.10.22 

農業構造動態調査（補完調査） 

（農業構造動態調査補完調査票） 
農林水産大臣 

No.27075 

（旧 No.26761) 
H19.10.24 

畜産統計調査 

（乳用牛調査票） 
農林水産大臣 

No.27076 

（旧 No.26762) 
H19.10.24 

畜産統計調査 

（肉用牛調査票） 
農林水産大臣 

No.27077 

（旧 No.26763) 
H19.10.24 

畜産統計調査 

（豚調査票） 
農林水産大臣 

No.27078 

（旧 No.26764) 
H19.10.24 

畜産統計調査 

（採卵鶏調査票） 
農林水産大臣 

No.27079 

（旧 No.26765) 
H19.10.24 

畜産統計調査 

（鶏ひなふ化羽数調査票） 
農林水産大臣 
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No.27080 

（旧 No.26634) 
H19.10.24 

大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の

就職内定状況等調査 

（大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者

の就職内定状況等調査票） 

文部科学大臣 

No.27081 

（旧 No.     ) 
H19.10.24 

工業統計調査の整備のためのアンケート調査 

（工業統計調査の整備のためのアンケート調査票） 
経済産業大臣 

No.27082 

（旧 No.     ) 
H19.10.30 

２０１０年農林業センサスの調査手法に関する試行調査 

（農林業経営体調査票Ａ） 
農林水産大臣 

No.27083 

（旧 No.     ) 
H19.10.30 

２０１０年農林業センサスの調査手法に関する試行調査 

（農林業経営体調査票Ｂ） 
農林水産大臣 
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３ 届出統計調査の受理 

（1） 新規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

107087 H19.10.1 平成１９年市民健康・栄養調査 新潟市長 

107088 H19.10.5 平成１７年熱海市産業連関表（簡易版）作成基礎調査 熱海市長 

107089 H19.10.10 
高校生における男女共同参画社会とデートＤＶに関する意

識調査 
神戸市長 

107090 H19.10.17 県民のボランティア活動に関する調査 神奈川県知事

107091 H19.10.17 特定非営利活動法人の活動に関する調査 神奈川県知事

107092 H19.10.17 企業の社会貢献活動に関する調査 神奈川県知事

107093 H19.10.17 平成１９年度河内長野市労働事情調査 河内長野市長

107094 H19.10.19 門真市製造業に関する実態調査 門真市長 

107095 H19.10.23 在県外国人生活実態調査 愛媛県知事 

107096 H19.10.25 岩手型住宅ガイドライン策定に係るアンケート調査 岩手県知事 

107097 H19.10.30 企業による両立支援の取組に関する調査 大阪府知事 

 

（2） 変更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

207048 H19.10.1 労働争議統計調査 厚生労働大臣

207049 H19.10.5 金沢都市圏パーソントリップ調査 石川県知事 

207050 H19.10.5 労使関係実情調査 佐賀県知事 

207051 H19.10.10 男女共同参画就業実態調査 福岡県知事 

207052 H19.10.18 平成１９年県民健康・栄養調査 愛知県知事 

207053 H19.10.23 総合がん対策推進モニタリング調査 茨城県知事 

207054 H19.10.23 県民意識調査 兵庫県知事 
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２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
 

 

 

 

 

（平成 19 年 10 月は該当なし） 
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３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 内貿ユニットロード貨物流動調査 

【実施機関】 国土交通省港湾局計画課 

【目 的】 複合一貫輸送に対応した効率的な内貿ユニットロードターミナルの機能の高度化や国内輸送道路ネッ

トワークとの連携施策等の策定の基礎資料とする 

【調査の構成】 １－コンテナ船・ＲＯＲＯ船航路動向調査票，２－コンテナ船・ＲＯＲＯ船貨物流動調査票，３

－自動車航送船航路動向調査票，４－自動車航送船利用動向調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月） （表章）全

国 

【経 費】 １５，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－コンテナ船・ＲＯＲＯ船航路動向調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０６５ 調査票承認番号（旧）２２１９１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）コンテナ船・ＲＯＲＯ船により内貿ユニットロード貨物

を取扱う海運業者 （抽出枠）海上定期便ガイド（内航ジャーナル株式会社） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査月の翌月末日 

【調査事項】 １．運航航路の概要，２．利用港湾施設，３．コンテナ荷役，ＲＯＲＯ荷役関連港湾施設の利用

状況，４．船舶のリプレース，新船投入状況，５．港湾施設に対する意見 

※ 

【調査票名】 ２－コンテナ船・ＲＯＲＯ船貨物流動調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月２８日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０６６ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）コンテナ船，ＲＯＲＯ船により内貿ユニットロード貨物

を取り扱う海運業者 （抽出枠）海上定期便ガイド（内航ジャーナル株式会社） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査月の翌月末日 

【調査事項】 １．船名，２．発港名・出港月日，着港名・入港月日，３．輸送機器の種類，実空別，搬入時

刻，４．トラック・トレーラーの種類，台数，５．コンテナの種類，規格，個数，バンニング場

所，６．貨物の発地・着地，７．輸送機関，８．発港入荷施設・着港出荷施設，９．連続入荷日

数，連続出荷日数，１０．貨物の品名・重量 

※ 

【調査票名】 ３－自動車航送船航路動向調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０６７ 調査票承認番号（旧）２２１９２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）自動車航送船により内貿ユニットロード貨物を取扱う海

運業者 （抽出枠）海上定期便ガイド（内航ジャーナル株式会社） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４４ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査月の翌月末日 

【調査事項】 １．運航航路の概要，２．利用港湾施設，３．駐車場等の利用状況，４．フェリーのリプレー

ス，新船投入状況，５．港湾施設に対する意見 

※ 

【調査票名】 ４－自動車航送船利用動向調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月２８日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０６８ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）車両 （属性）自動車航送船により内貿ユニットロード貨物を取り扱う

海運業者の自動車航送船に乗船した車両 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２１，７８５ （配布）海運業者 （取集）海運業者 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査日 

【調査事項】 １．フェリー航路の概要，２．車両の概要，３．出発地及び目的地，４．積載貨物総重量，最も

多い品目名・重量 
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【調査名】 就労条件総合調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 主要産業における企業の賃金制度，労働時間制度，労働費用，福祉施設・制度，退職給付制度及び定

年制等の基本的事項をローテーションにより調査し，その実態を総合的に明らかにする。 

【沿 革】 昭和４１年から実施されていた「賃金労働時間制度総合調査」と昭和４７年から実施されていた「労

働者福祉施設制度等調査」を統合し，同５９年から実施した「賃金労働時間制度等総合調査」を前身と

する調査であり，平成１２年度に名称を変更して現在に至っている。この間，平成９年まで実施してい

た退職金制度・支給実態調査の廃止に伴い同１５年に退職金制度・支給実態を調査内容に含め，同１７

年には雇用管理調査の廃止に伴い定年制等についても把握するものとなった。 

【調査の構成】 １－就労条件総合調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果速報」及び「調査結果報告書」（調査実施

１年以内） （表章）全国 

【経 費】 ２４，８０８千円 

※ 

【調査票名】 １－就労条件総合調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０６９ 調査票承認番号（旧）２６７３０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，

情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教

育，学習支援業，サービス業（他に分類されないもの）（その他の生活関連サービス業のうち家事

サービス業及び外国公務を除く。）に属し，常用労働者３０人以上の民営企業 （抽出枠）平成１

６年事業所・企業統計調査民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／母１４７，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２０年１月１日現在。ただし，年間については，平成１９年１年間

（又は平成１８会計年度） （系統）厚生労働省→報告者→都道府県労働局又は労働基準監督署→
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厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年２月１０日 

【調査事項】 １．企業の属性，（１）企業の名称，本社の所在地，（２）主な生産品の名称又は事業の内容，

（３）企業全体の全常用労働者数，（４）労働組合の有無，（５）従事する労働者がいる業務，

２．労働時間制度，（１）所定労働時間，（２）週休制，（３）年間休日総数，（４）年次有給休

暇，（５）変形労働時間制，（６）みなし労働時間制，３．定年制等，（１）定年制，（２）定年

の措置，（３）６５歳以上の人が働くことができる仕組み，４．退職給付制度，（１）退職給付制

度の有無，支払準備形態，（２）退職一時金制度の運営，（３）退職給付制度の見直し，５．退職

給付の支給実態，（１）退職者数，（２）労働者個人別退職給付の支給実態 
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【調査名】 国家公務員共済組合年金受給者実態調査 

【実施機関】 財務省主計局給与共済課 

【目 的】 年金制度の受け持つ役割が重要性を増しつつある現状に鑑み，国家公務員共済年金受給者の実態を把

握することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は，昭和４８年の国家公務員等共済組合法改正に当たっての国会審議の中で，年金受給者につ

いての実態調査が必要である旨の指摘を受けて開始されたものである。調査は，下記の調査票から構成

され，それぞれ３年周期で実施しているものであり，今回は１について実施するものである。１．退職

共済年金・退職年金・減額退職年金受給者実態調査票（昭和４９年から３年ごと），２．遺族共済年

金・遺族年金受給者調査票，旧令共済組合年金受給者実態調査票（昭和５０年から３年ごと），３．障

害共済年金・障害年金受給者実態調査票（昭和５１年から３年ごと） 

【調査の構成】 １－退職共済年金・退職年金・減額退職年金受給者実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「国家公務員共済組合事業統計年報」（平

成２１年２月），ホームページ（平成２１年７月） （表章）全国 

【経 費】 １４９千円 

※ 

【調査票名】 １－退職共済年金・退職年金・減額退職年金受給者実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０７０ 調査票承認番号（旧）２５８９５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）国家公務員等共済組合連合会から退職共済年金・退職年

金・減額退職年金を受給している者 （抽出枠）年金原簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，６００／母６３９，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）財務省主計局→連合会→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年２月２９日 

【調査事項】 １．受給者の性別，２．年齢，３．受給年金額，４．受給者に係る支給開始年，５．他の年金の

受給内容（受給の有無，他の年金の種別，年金額等），６．世帯人員，７．生活費，８．年金の使
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途，９．世帯の収入等 
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【調査名】 フランチャイズ・チェーン事業経営実態調査 

【実施機関】 経済産業省商務情報政策局サービス政策課 

【目 的】 サービス業のフランランチャイズ事業について契約締結の際の情報開示，説明義務の実施状況につい

てその実態とその他のフランチャイズ契約上の問題を把握する 

【沿 革】 本調査は，平成１４年に１回限りで実施されている 

【調査の構成】 １－フランチャイズ・チェーン事業経営実態調査票（本部用），２－フランチャイズ・チェーン

事業経営実態調査票（加盟店用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページ（平

成２０年２月末） （表章）全国 

【経 費】 １６，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－フランチャイズ・チェーン事業経営実態調査票（本部用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０７１ 調査票承認番号（旧）２３０８２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）サービス業，外食業，小売業においてフランチャイズ・

チェーン事業を実施している本部事業者 （抽出枠）（社）日本フランチャイズチェーン協会名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，１５０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）２００６年度末 （系統）経済産業省→民間事業者→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１１月１６日 

【調査事項】 １．本部の概要，２．フランチャイズ契約の手続，３．フランチャイズ契約の内容，４．加盟店

の開業後における経営指導体制等，５．その他 

※ 

【調査票名】 ２－フランチャイズ・チェーン事業経営実態調査票（加盟店用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年２月２９日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０７２ 調査票承認番号（旧）２３０８３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）サービス業，外食業，小売業においてフランチャイ

ズ・チェーン事業を実施している加盟店 （抽出枠）ＮＴＴ電話番号簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査時現在 （系統）経済産業省→民間事業者→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１１月１６日 

【調査事項】 １．加盟店の概要と経営の概要，２．チェーン加盟状況，３．チェーン加盟時の契約関係，４．

チェーン加盟の契約内容，５．チェーン加盟の状況，６．加盟店の今後・その他 
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【調査名】 航空旅客動態調査 

【実施機関】 国土交通省航空局飛行場部計画課 

【目 的】 国内航空旅客の流動パターン，旅行目的、個人属性等の基礎的調査を行うとともに，空港のアクセ

ス・イグレスの実態，航空利用者の意識、航空運賃の実態等を調査し，もって，空港整備事業に資する

ことを目的とする。 

【沿 革】 本統計調査は昭和４８年に開始された。 

【調査の構成】 １－航空旅客動態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年９月頃） 

（表章）全国 

【経 費】 ３０，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－航空旅客動態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０７３ 調査票承認番号（旧）２６２２５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）調査当日（平成１９年秋期の平日・休日各１日を予定）

に国内定期航空路線を利用する旅客。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５７０，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）国土交通省→民間調査機関→航空会社→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年１１月の平日・休日各１日 

【調査事項】 １．出発空港・目的空港・乗換空港，２．出発地，３．目的地，４．旅行目的，５．国際線利用

空港，６．同行者数，７．見送り人数，８．空港滞留時間，９．アクセス手段・時間・費用・駐車

の有無・イグレス手段，１０．利用航空券，１１．座席の種類，１２．旅行日数，１３．旅行行

程，１３．個人属性 
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【調査名】 農業構造動態調査（補完調査） 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 農業構造動態調査は，我が国農業を取り巻く環境が変化する中で，農業生産構造及び就業構造の動向

に関する基本的事項を把握し，農政の企画・立案，推進等に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－農業構造動態調査補完調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年７月末） （表章）

全国 

【経 費】 ９６，５０３千円 

【備 考】 農業構造動態調査費９６，５０３千円の一部 

※ 

【調査票名】 １－農業構造動態調査補完調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月２２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０７４ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農家 （属性）自給的農家，土地持ち非農家  （抽出枠）２００５年

農林業センサス客体候補者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１６，０００／母２，０８０，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政

局→農政事務所→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年２月末日 

【調査事項】 田，樹園地，畑のそれぞれの所有面積，貸付面積，耕作放棄面積，借入面積 
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【調査名】 畜産統計調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 主要家畜に関する規模別・経営タイプ別飼養戸数及び状態別飼養頭羽数等を把握し，我が国の畜産生

産の現況を明らかにするとともに，飼養動向を予測するための事項を取りまとめ，畜産行政における施

策の策定等の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－乳用牛調査票，２－肉用牛調査票，３－豚調査票，４－採卵鶏調査票，５－鶏ひなふ化羽数

調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果の概要（乳用牛調査，肉用牛調査，豚調

査，採卵鶏調査）」（５月末日），「調査結果の概要（鶏ひなふ化数調査）」（調査月の翌月末

日） （表章）全国 

【経 費】 ３６，６１６千円 

※ 

【調査票名】 １－乳用牛調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０７５ 調査票承認番号（旧）２６７６１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯，事業所 （属性）乳用牛の飼養者 （抽出枠）２００５年農林業

センサス（農林業経営体調査票） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，８７０／母２７，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所等→統

計情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年２月１日から２月１５日まで 

【調査事項】 １．状態別飼養頭数（経産牛（搾乳牛，乾乳牛），未経産牛），２．月別経産牛頭数，３．月別

分べん頭数及び乳用向けめす出生頭数，４．経営耕地・飼料作物の作付実面積状況，５．放牧の状

況 

※ 
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【調査票名】 ２－肉用牛調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０７６ 調査票承認番号（旧）２６７６２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯，事業所 （属性）肉用牛の飼養者 （抽出枠）２００５年農林業

センサス（農林業経営体調査票） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，９３０／母８７，８００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所等→統

計情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年２月１日から２月１５日まで 

【調査事項】 １．目的別飼養頭数（肉用種（肥育用牛，うち育成牛），乳用種，交雑種），２．経営タイプ，

３．経営耕地・飼養作物の作付実面積状況，４．放牧の状況 

※ 

【調査票名】 ３－豚調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０７７ 調査票承認番号（旧）２６７６３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯，事業所 （属性）豚の飼養者 （抽出枠）２００５年農林業セン

サス（農林業経営体調査票） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，４７０／母８，０９０ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所等→統

計情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年２月１日から２月１５日まで 

【調査事項】 １．飼養頭数（子取り用めす豚，種おす豚，肥育豚，肥育用もと豚・その他），２．経営タイ

プ，３．経営組織 

※ 
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【調査票名】 ４－採卵鶏調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０７８ 調査票承認番号（旧）２６７６４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯，事業所 （属性）採卵鶏の飼養者 （抽出枠）２００５年農林業

センサス（農林業経営体調査票） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，１３０／母３，９９０ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所等→統

計情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年２月１日から２月１５日まで 

【調査事項】 １．飼養羽数（採卵鶏（成鶏めす，ひな），採卵鶏の種鶏），２．経営組織，３．ひなの導入 

※ 

【調査票名】 ５－鶏ひなふ化羽数調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０７９ 調査票承認番号（旧）２６７６５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鶏ひなふ化場 （抽出枠）鶏ひなふ化場一覧表 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２０／母１３３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）毎月 （系統）農林水産省→地方農政事務所等→統計情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月１日から１０日まで 

【調査事項】 １．ふ化羽数及ぶ出荷羽数（採卵用，ブロイラー用），２．初生びなの出荷先別出荷羽数（採卵

用，ブロイラー用） 
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【調査名】 大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査 

【実施機関】 文部科学省高等教育局学生支援課，厚生労働省職業安定局若年者雇用対策室 

【目 的】 毎年３月に大学，短期大学，高等専門学校及び専修学校を卒業する予定の学生・生徒について，就職

内定状況等を把握し，就職問題に適切に対処するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページ（平成１９年１

１月下旬，平成２０年１月下旬，３月下旬，５月下旬） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０８０ 調査票承認番号（旧）２６６３４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国公私立大学，短期大学，高等専門学校、専修学校 

（抽出枠）全国学校総覧 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１１２／母４，２００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年１０月１日，平成１９年１２月１日，平成

２０年２月１日、平成２０年４月１日の各調査日現在 （系統）文部科学省→報告者（国公私立大

学，短期大学，高等専門学校及び専門学校（専修大学専門課程）） 

【周期・期日】 （周期）年（４回） （実施期日）平成１９年１０月３１日 平成１９年１２月２８日 平成

２０年２月２９日 平成２０年４月３０日 

【調査事項】 １．調査対象校の卒業予定者数及び調査対象者数，２．調査実施日現在の調査対象者の進路の希

望状況（就職希望，非就職希望（進学希望，自営業，家事手伝い，留年，その他）），３．上記２

において就職を希望した者の専攻（文科系，理科系），４．上記２において就職を希望した者に対

して，内々定及び内定が出された時期 
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【調査名】 工業統計調査の整備のためのアンケート調査 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部産業統計室 

【目 的】 製造業の実態を把握し，今後の工業統計調査の改正に当たっての基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－工業統計調査の整備のためのアンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）公表しない （表章）国 

【経 費】 ９，５００千円 

※ 

【調査票名】 １－工業統計調査の整備のためのアンケート調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月１４日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０８１ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）従業者１０人以上の製造業を営む事業所 （抽出枠）

工業調査準備調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母１３０，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査時現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１２月１０日 

【調査事項】 １．事業所の組織・業務・従業者の状況，２．事業所の事業活動・取引の状況，３．事業所の研

究開発の状況，４．事業所における工業統計調査の記入状況 
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【調査名】 ２０１０年農林業センサスの調査手法に関する試行調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 ２０１０年農林業センサス調査手法に関する試行調査は，本調査（平成２２年２月予定）の前々年

（平成２０年）に，複数の調査手法により，本調査と同様の調査系統である都道府県及び市町村を通じ

て調査を実施し，調査の効率・負担，精度等の比較検証を行うことにより，２０１０年農林業センサス

の企画・設計に資することを目的として実施する。 

【調査の構成】 １－農林業経営体調査票Ａ，２－農林業経営体調査票Ｂ 

【集計・公表】 （集計）中央集計（手集計） （公表）公表しない （表章）全国 

【経 費】 ７，６７５千円 

※ 

【調査票名】 １－農林業経営体調査票Ａ 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月３０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０８２ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）岩手県（花巻市，奥州市），長野県（松本市，伊那市），愛知県（豊橋市，田原市），

京都府（福知山市，和束町），鳥取県（鳥取市，北栄町），高知県（香美市，津野町），鹿児島県

（鹿児島市，霧島市） （単位）経営体 （属性）農林業経営体 （抽出枠）２００５年農林業セ

ンサス調査客体候補名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６００／母２，０９０，０００ （配布）調査員 （取集）併用 

（記入）自計 （把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）農林水産省→府県→市町→統計調査

員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年２月１日 

【調査事項】 １．概要，（１）家族による経営（農家又は林家）か否か，（２）経営の法人化の状況等，２．

土地，（１）田の所有面積，貸付面積，耕作放棄面積，借入面積，経営耕地面積，（２）樹園地

（普通畑や牧草地を除く）の所有面積，貸付面積，耕作放棄面積，借入面積，経営耕地面積，

（３）畑（牧草専用地を含み，樹園地は除く）の所有面積，貸付面積，耕作放棄面積，借入面積，
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経営耕地面積，（４）総経営耕地面積，３．農産物の販売，（１）過去１年間の農産物の販売金額

（売上高）の合計，（２）販売目的の農産物の生産，４．農作業の受託，５．山林，（１）所有山

林面積，保有山林面積，（２）保有山林における過去５年間の林業作業の有無，６．林業作業の受

託，（１）過去１年間の林業作業の受託，（２）受託もしくは立木買いによる素材生産量（主伐

（請負）及び立木買いによるもの，間伐のうち利用したものの合計） 

※ 

【調査票名】 ２－農林業経営体調査票Ｂ 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年１０月３０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０８３ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）岩手県（花巻市，奥州市），長野県（松本市，伊那市），愛知県（豊橋市，田原市），

京都府（福知山市，和束町），鳥取県（鳥取市，北栄町），高知県（香美市，津野町），鹿児島県

（鹿児島市，霧島市） （単位）経営体 （属性）農林業経営体 （抽出枠）２００５年農林業セ

ンサス調査客体候補名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４００／母２，０９０，０００ （配布）調査員 （取集）併用 

（記入）自計 （把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）農林水産省→府県→市町→統計調査

員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年２月１日 

【調査事項】 １．現在の土地の状況，２．過去１年間の農産物の販売金額，３．外形基準等，４．（以下外形

基準等に該当のある方のみ）概要，（１）家族による経営（農家又は林家）か否か，（２）経営の

法人化の状況等，５．土地，（１）田の所有面積，貸付面積，耕作放棄面積，借入面積，経営耕地

面積，（２）樹園地（普通畑や牧草地を除く）の所有面積，貸付面積，耕作放棄面積，借入面積，

経営耕地面積，（３）畑（牧草専用地を含み，樹園地は除く）の所有面積，貸付面積，耕作放棄面

積，借入面積，経営耕地面積，（４）総経営耕地面積，６．農産物の生産，（１）販売目的農作物

作付け（栽培）または家畜の飼養，出荷，７．農作業の受託，８．山林，（１）所有山林面積，保

有山林面積，（２）保有山林における過去５年間の林業作業の有無，９．林業作業の受託，（１）
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過去１年間の林業作業の受託，（２）受託もしくは立木買いによる素材生産量（主伐（請負）及び

立木買いによるもの，間伐のうち利用したものの合計） 
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４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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（１） 新規 

【調査名】 平成１９年市民健康・栄養調査 

【実施機関】 新潟市 

【目 的】 新潟市民の健康状態，栄養素等摂取量，食品摂取状況等の実態を明らかにし，広く健康増進対策等に

関する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－栄養摂取状況調査票，２－身体状況調査票，３－生活習慣調査票（６～１４歳用），４－生

活習慣調査票（１５歳以上用－１） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「市民栄養の現況」（平成２０年８月） 

（表章）市区町村 

【経 費】 ８，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－栄養摂取状況調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８７ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）新潟市全域 （単位）世帯及び世帯員 （属性）１歳以上の世帯員全員 （抽出枠）国

民生活基礎調査単位区別世帯名簿一覧 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６３８ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）併用 

（把握時）調査日現在 （系統）新潟市→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）未定 （実施期日）平成１９年１２月１０日まで 

【調査事項】 １．世帯状況，（１）世帯員番号，（２）氏名，（３）生年月日，（４）性別，（５）妊娠・授

乳，（６）身体活動レベル，２．食事状況（朝，昼，夕）・身体状況（一日の運動量（歩行数）

（１５歳以上）），３．食物摂取状況（料理名，食品名，使用量，廃棄量，世帯員ごとの案分比率

（朝・昼・夕・間食別）） 

※ 

【調査票名】 ２－生活習慣調査票（６～１４歳用） 

【受理年月日】 平成１９年１０月１日 
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【受理番号】 受理番号（新）１０７０８７ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）新潟市全域 （単位）個人 （属性）１歳以上の世帯員全員 （抽出枠）国民生活基礎

調査単位区別世帯名簿一覧 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６２９ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）併用 

（把握時）調査日現在 （系統）新潟市→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）未定 （実施期日）平成１９年１２月１０日まで 

【調査事項】 １．食生活・生活習慣について，２．身体活動・運動について，３．睡眠について 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣調査票（１５歳以上用－１） 

【受理年月日】 平成１９年１０月１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８７ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）新潟市全域 （単位）個人 （属性）１歳以上の世帯員全員 （抽出枠）国民生活基礎

調査単位区別世帯名簿一覧 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６２９ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）併用 

（把握時）調査日現在 （系統）新潟市→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）未定 （実施期日）平成１９年１２月１０日まで 

【調査事項】 １．食生活・生活習慣について，２．身体活動・運動について，３．（以下２０歳以上対象）検

診（健康診断や健康診査）・人間ドック受診状況，内臓脂肪症候群等について，５．飲酒につい

て，６．たばこについて，７．住まいの地区について，８．（以下６０歳以上対象）外出頻度，活

動状況等について 

※ 

【調査票名】 ４－身体状況調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８７ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）新潟市全域 （単位）個人 （属性）１歳以上の世帯員全員 （抽出枠）国民生活基礎

調査単位区別世帯名簿一覧 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６９９ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）併用 

（把握時）調査日現在 （系統）新潟市→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）未定 （実施期日）平成１９年１２月１０日まで 

【調査事項】 １．身体計測，（身長・体重（１歳以上），腹囲（６歳以上），血圧（１５歳以上），血液検査

実施の有無（２０歳以上），開眼片足立ち（４０歳以上）），２．問診（満２０歳以上）（血圧降

下薬・不整脈の薬・インスリン注射・血糖降下薬・コレストロール降下薬の使用の有無，運動状

況） 
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【調査名】 平成１７年熱海市産業連関表（簡易版）作成基礎調査 

【実施機関】 熱海市 

【目 的】 熱海市産業連関表作成のための基礎データを得るため 

【調査の構成】 １－平成１７年熱海市産業連関表（簡易版）作成基礎調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」平成２０年３月中旬 

（表章）市町村 

【経 費】 １，７００千円 

※ 

【調査票名】 １－平成１７年熱海市産業連関表（簡易版）作成基礎調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８８ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）熱海市全域 （単位）事業所 （属性）熱海市内の全事業所 （抽出枠）平成１６年事

業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７５０／母３，３１８ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）他計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）熱海市→民間調査機関

→調査員→事業所 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１０月３１日 

【調査事項】 １．業種，２．従業員数，３．売上高のうち市内と市外の割合 
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【調査名】 高校生における男女共同参画社会とデートＤＶに関する意識調査 

【実施機関】 神戸市 

【目 的】 高校生における男女共同参画と暴力に対する意識，実態を明らかにすることにより，若年層に向けた

男女共同参画施策の企画立案基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－男女共同参画と男女間の暴力に関するアンケート調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月） 

（表章）市区町村 

【経 費】 ２，５００千円 

※ 

【調査票名】 １－男女共同参画と男女間の暴力に関するアンケート調査 

【受理年月日】 平成１９年１０月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０８９ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）神戸市内全域 （単位）個人 （属性）神戸市内全日制公立高校在籍中の２年生（県立

高校２０，市立高校７） （抽出枠）教育委員会所有の学校名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）神戸市→学校→報告者（高校２年生の生徒） 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１０月末（予定） 

【調査事項】 １．男女共同参画に関する意識，２．デートＤＶ（交際相手からの暴力）に関する認識，３．身

近でＤＶを見聞きした経験，４．交際相手からの被害経験，５．女性への暴力を防止するために必

要なこと等 
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【調査名】 県民のボランティア活動に関する調査 

【実施機関】 神奈川県 

【目 的】 神奈川県民を対象にボランティア活動の実態や意識調査を行い，今後の行政施策の立案に資するため

の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－県民のボランティア活動に関する調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページで公

表（平成２０年３月） （表章）都道府県 

【経 費】 ２，４６１千円 

※ 

【調査票名】 １－県民のボランティア活動に関する調査 

【受理年月日】 平成１９年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０９０ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）個人 （属性）神奈川県内在住の満２０歳以上の男女 （抽出

枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母７，２１５，２３１ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１１月１２日～１１月２７日 

【調査事項】 １．フェイス事項について，２．ボランティア活動について，３．行政機関のボランティア活動

への支援について，４．団塊世代などの退職者のボランティア活動について，５．ＮＰＯについ

て，６．寄付について，７．企業の社会貢献活動について 
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【調査名】 特定非営利活動法人の活動に関する調査 

【実施機関】 神奈川県 

【目 的】 特定非営利活動法人の活動実態を把握するとともに，今後の活動の方向性等の調査を行い，今後の行

政施策の立案に資するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－特定非営利活動法人の活動に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページで公表（平成２

０年３月） （表章）都道府県 

【経 費】 １２５千円 

※ 

【調査票名】 １－特定非営利活動法人の活動に関する調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０９１ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）特定非営利活動法人 （属性）平成１９年１０月１日現在まで

に設立登記が完了している特定非営利活動法人 （抽出枠）神奈川県知事所管特定非営利活動法人

名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，００２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）神奈川県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１１月１２日～１１月２７日 

【調査事項】 １．所在地・活動の種類・活動年数，２．ＮＰＯ法人の活動について，３．行政機関のボランテ

ィア活動への支援について，４．企業の社会貢献活動について，５．県が行うＮＰＯの情報公開に

ついて 
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【調査名】 企業の社会貢献活動に関する調査 

【実施機関】 神奈川県立かながわ県民活動サポートセンター 

【目 的】 神奈川県内企業の社会貢献活動の実態や活動の方向性などを把握し，今後の行政施策の立案及びＮＰ

Ｏ・行政と企業との協働促進事業に生かすための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－企業の社会貢献活動に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページで公表（平成２

０年３月） （表章）都道府県 

【経 費】 １００千円 

※ 

【調査票名】 １－企業の社会貢献活動に関する調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０９２ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）事業所 （属性）神奈川県内に所在する農林漁業，鉱業，公務

を除く１３産業大分類に属する，従業員１０人以上の，経営形態が個人経営及び会社に属する事業

所 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査の事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，６８８／母６１，２１８ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１１月１２日～１１月２７日 

【調査事項】 １．事業所について，２．社会貢献活動の体制について，３．社員（従業員）のボランティア活

動への参加支援について，４．社会貢献活動について，５．ＮＰＯなどとの協働・連携について，

６．行政機関の社会貢献活動への支援について 
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【調査名】 平成１９年度河内長野市労働事情調査 

【実施機関】 河内長野市環境経済部商工観光課 

【目 的】 市内事業所における労働条件・雇用条件などについて，実態を把握し，今後の労働福祉行政の推進に

資する。 

【調査の構成】 １－平成１９年度河内長野市労働事情調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）平成２０年２月２９日 河内長野市労働事情調査報告

書 （表章）市区町村 

【経 費】 ２４２千円 

※ 

【調査票名】 １－平成１９年度河内長野市労働事情調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０９３ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）河内長野市全域 （単位）事業所 （属性）市内事業所のうちから抽出された事業所

で，日本標準産業分類による農林漁業及び鉱業を除く全業種 （抽出枠）平成１６年事業所・企業

統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／母２，８２３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）河内長野市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１１月１日～平成１９年１１月２２日 

【調査事項】 １．労働時間（所定内・所定外労働時間，年間労働時間，時間短縮の状況，変形労働時間制の導

入，ワークシェアリングの導入），２．休日・定年制（週休・年次有給休暇制度，定年制度），

３．賃金諸手当（平均賃金，初任給），４．女性労働者の雇用・労働条件，５．パートタイマーの

雇用（労働時間，平均時間給，労働・社会保険，雇用理由），６．障害者・高年齢者の雇用の状

況，７．その他 
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【調査名】 門真市製造業に関する実態調査 

【実施機関】 門真市 

【目 的】 門真市内製造業の実態把握と事業継続の条件を明らかにする。 

【調査の構成】 １－門真市製造業に関する実態調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年４月頃） 

（表章）市区町村 

【経 費】 １４８千円 

※ 

【調査票名】 １－門真市製造業に関する実態調査 

【受理年月日】 平成１９年１０月１９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０９４ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）大阪府門真市全域 （単位）事業所 （属性）製造業に属する全事業所 （抽出枠）平

成１６年事業所・企業統計調査結果事業所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０２３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１９年１０月３１日現在 （系統）門真市→守口門真商工会議所→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１１月３０日 

【調査事項】 １．企業概要について，２．受注について，３．受注環境変化への対応について，４．産学連携

について，５．グループ活動について，６．立地メリット・課題・今後の方向について 
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【調査名】 在県外国人生活実態調査 

【実施機関】 愛媛県 

【目 的】 愛媛県における在県外国人数は１０年間で約２．２倍となっており，社会や経済の発展に伴い，生活

環境や住民意識の変化が予想される。このため，愛媛県では（財）愛媛県国際交流協会と共同で在県外

国人生活実態調査を実施することにより，今後の在県外国人のための各種支援施策に活用する基礎資料

を得る。 

【調査の構成】 １－在県外国人生活実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（手集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月下旬） （表章）

都道府県 

【経 費】 １，６００千円 

【備 考】 調査票は日本語版，英語版，中国版の３種類を作成する。 

※ 

【調査票名】 １－在県外国人生活実態調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０９５ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）愛媛県内の６市（松山市，今治市，西条市，宇和島市，西予市，大洲市） （単位）個

人 （属性）特別永住者を除く１６歳以上の在県外国人 （抽出枠）平成１９年７月末日における

外国人登録原票記載事項証明書，平成１８年１２月末日における外国人登録者統計（愛媛県調） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母９，３４４ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）愛媛県→報告者→愛媛県→（財）愛媛県国際交流

協会 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１１月３０日（予定） 

【調査事項】 １．生活一般について，２．役所（県や市町）及び公的機関（国際交流センターなど）からの情

報について，３．防災について，４．医療，救急について，５．子育てと教育について，６．仕事

について，７．日本語について，８．あなた自身について 
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【調査名】 岩手型住宅ガイドライン策定に係るアンケート調査 

【実施機関】 岩手県 

【目 的】 岩手県民及び住宅施工業者の動向等を調査し，岩手型住宅ガイドライン策定における基礎資料を得

る。 

【調査の構成】 １－岩手県民向け（住宅に対するニーズに関するアンケート調査票Ａ），２－岩手県民向け（住

宅に対するニーズに関するアンケート調査票Ｂ），３－事業者向け（住宅市場の動向に関するアン

ケート調査票） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）岩手型住宅ガイドライン調査報告書 （表

章）都道府県 

【経 費】 ５００千円 

※ 

【調査票名】 １－岩手県民向け（住宅に対するニーズに関するアンケート調査票Ａ） 

【受理年月日】 平成１９年１０月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０９６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）全世帯 （抽出枠）銀河系いわてモニター及び電話帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出及び有意抽出 （客体数）３００／母３００ ７００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）モニター：岩手県→報告者→岩手県→

民間調査機関 その他：岩手県→民間調査機関→報告者→民間調査機関 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１１月１５日 

【調査事項】 １．現在の世帯，住まい，２．住まいの評価と求める性能，３．住宅取得の意向，情報収集 

※ 

【調査票名】 ２－岩手県民向け（住宅に対するニーズに関するアンケート調査票Ｂ） 

【受理年月日】 平成１９年１０月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０９６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）全世帯 （抽出枠）銀河系いわてモニター及び電話帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出及び有意抽出 （客体数）３００／母３００ ７００ （配布）郵送 （取



 - 45 -

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）モニター：岩手県→報告者→岩手県→

民間調査機関 その他：岩手県→民間調査機関→報告者→民間調査機関 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１１月１５日 

【調査事項】 １．現在の世帯，住まい，２．住まいの評価と求める性能，３．メンテナンス，リフォームの状

況 

※ 

【調査票名】 ３－事業者向け（住宅市場の動向に関するアンケート調査票） 

【受理年月日】 平成１９年１０月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０９６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）岩手住宅月報岩手県住宅着工総合ランキング（２００

６年度）に記載のある業者 （抽出枠）岩手住宅月報岩手県住宅着工総合ランキング（２００６年

度） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２００／母９７９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）岩手県→民間調査機関→報告者→民間調査機関 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１１月１５日 

【調査事項】 １．重要と考える性能，求められる性能，２．実績，顧客確保等，３．会社概要 
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【調査名】 企業による両立支援の取組に関する調査 

【実施機関】 大阪府 

【目 的】 企業における仕事と子育ての両立支援策の現状等を把握し，その効果を明らかにすることにより企業

の様々な取組を促進するとともに，今後の本府における次世代育成支援施策の構築の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－企業による両立支援の取組に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）シンポジウム（平成２０年２～３月），ホ

ームページに「調査概要（企業向けリーフレット）」等を公表 （表章）都道府県 

【経 費】 ６０９千円 

【備 考】 委託金額６０９千円（ただし，企業向けリーフレット作成費，シンポジウム開催費や企業ヒアリング

に要する費用を含む） 

※ 

【調査票名】 １－企業による両立支援の取組に関する調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０９７ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）従業員が５～３００人の事業所 （抽出枠）東

京商工リサーチデータベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母２２，２４０ （配布）郵送 （取集）郵送・

オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）大阪府→民間調

査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１１月 

【調査事項】 １．事業所概要，（１）主な業種，（２）資本金，（３）近年の業況，（４）正規従業員数，

（５）正規従業員の女性割合，（６）正規従業員男女別平均年齢，（７）正規従業員男女別平均勤

続年数，（８）女性初職の就労傾向，２．両立支援の取組状況，（１）育児休業等の支援，（２）

男性の育児休業，（３）男児休業中の業務対応，（４）育児休業不導入の理由，（５）子育ての中

の従業員に対する配慮，（６）子育ての中の従業員に対する独自の取組等，（７）コスト負担感，

（８）助成金利用状況・関心，３．両立支援のメリットと課題，（１）両立支援のメリット，



 - 47 -

（２）両立支援の課題，（３）行政に期待すること 
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（２） 変更 

【調査名】 労働争議統計調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 我が国における労働争議の状況を調査し，その実態を明らかにして労働行政の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－労働争議統計調査（連絡票） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「労働争議統計調査年報告」（毎年１回） （表章）

全国 

※ 

【調査票名】 １－労働争議統計調査（連絡票） 

【受理年月日】 平成１９年１０月１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０４８ 受理番号（旧）２９９０１１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）都道府県労政主管課 （属性）都道府県労政主管課 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）月初

めから月末までの１か月間 （系統）厚生労働省→都道府県労政主管課→報告者（労働組合又は労

働者の団体） 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月２０日まで 

【調査事項】 １．報告区分，２．事業所の名称及び常用労働者数，３．事業所の主要生産品名又は事業の内

容，４．争議の性格，５．労働組合の名称及び労働組合員数，６．争議発生年月日，７．争議解決

年月日，８．統一行動年月日，９．第三者関与の状況，１０．要求事項，１１．要求内容，１２．

解決内容等 
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【調査名】 金沢都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 石川県土木部都市計画課 

【目 的】 金沢都市圏の交通の実態を人の動きに着目して把握し，総合的な都市交通計画策定のための基礎資料

とする。 

【調査の構成】 １－金沢都市圏パーソントリップ調査交通実態調査票，２－金沢都市圏パーソントリップ調査公

共交通機関の利用に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ３０，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－金沢都市圏パーソントリップ調査交通実態調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０４９ 受理番号（旧）１９５０５３ 

【調査対象】 （地域）金沢都市圏２市３町（金沢市，白山市（旧松任市，旧鶴来町），野々市町，津幡町，内

灘町） （単位）世帯 （属性）５歳以上の人 （抽出枠）住民基本台帳，圏内事業所及び大学生

に関する資料（商工会・大学が有する名簿） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４９，２００／母２５０，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送・調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）石川県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）１０年 （実施期日）平成１９年１０月１日～平成１９年１１月３０日 

【調査事項】 １．性別・年齢，２．同居人数，３．自動車等の保有台数，４．外出頻度，５．就業状態等，

６．一日の移動経路（移動元から到着先までのそれぞれの移動目的・利用交通手段・移動時間等） 

※ 

【調査票名】 ２－金沢都市圏パーソントリップ調査公共交通機関の利用に関する調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０４９ 受理番号（旧）１９５０５３ 

【調査対象】 （地域）金沢都市圏２市３町（金沢市，白山市（旧松任市，旧鶴来町），野々市町，津幡町，内
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灘町） （単位）個人 （属性）５歳以上の人 （抽出枠）住民基本台帳，圏内事業所及び大学生

に関する資料（商工会・大学が有する名簿） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００ （配布）郵送 （取集）郵送・調査員 （記入）

自計 （把握時）調査日現在 （系統）石川県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）１０年 （実施期日）平成１９年１０月１日～平成１９年１１月３０日 

【調査事項】 １．性別・年齢，２．金沢市中心部に出かける頻度・目的・交通手段及びその利用時間等，３．

交通機関を利用する基準，４．金沢市中心部への自動車流入規制に対する考え方等，５．自動車社

会から転換を図ることについての対応・考え方，６．北陸新幹線開通後における利用交通手段の変

化等 
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【調査名】 労使関係実情調査 

【実施機関】 佐賀県農林水産商工本部労働課 

【目 的】 佐賀県内の民間企業に雇用されている労働者の労働時間，その他労働条件に関する基本事項を調査

し，その実態を明らかにして労使関係の円滑化を図るとともに，労働行政の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－労使関係実情調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「佐賀県の労働事情（平成１９年度版）」（平成２０

年３月） （表章）都道府県 

【経 費】 ３１３千円 

※ 

【調査票名】 １－労使関係実情調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０５０ 受理番号（旧）２０６１０４ 

【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）事業所 （属性）「建設業」，「製造業」，「電気・ガス・熱供

給・水道業」，「情報通信業」，「運輸業」，「卸売・小売業」，「金融・保険業」，「宿泊

業」，「医療，福祉」，「教育，学習支援業」，「複合サービス事業」，「サービス業（他に分類

されないもの）」に属する従業者規模（常雇）が３０人以上の民営事業所 （抽出枠）平成１６年

事業所・企業統計調査調査区別民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３５０／母１，７２３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成１９年１０月３１日現在 （系統）佐賀県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１１月１日～１１月１６日 

【調査事項】 １．事業所の概要について，２．労働時間制度について，（１）１週あたりの所定労働時間，

（２）週休制の形態，（３）年間休日総数，（４）年次有給休暇，（５）特別休暇制度，（６）変

形労働時間制，（７）みなし労働時間制，（８）その他の勤務制度の導入について，（９）労働時

間短縮の取り組み状況，（１０）労働時間を短縮するにあたっての問題点，３．育児・介護休業等

制度について，（１）育児休業制度について，（２）育児休業等の取得状況，（３）育児休業の取

得期間，（４）育児休業取得者の代替要員について，（５）両立支援制度の設置状況，（６）介護
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休業制度について，（７）介護休業の取得状況，（８）育児・介護休業制度運用上の問題点，

（９）育児，介護等による退職者の再雇用制度，（１０）休業・休暇中の賃金手当等の支給状況，

４．その他の制度について，（１）定年制度について，（２）退職金制度について 
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【調査名】 男女共同参画就業実態調査 

【実施機関】 福岡県生活労働部労働局新雇用開発課 

【目 的】 福岡県内の民間事業所及びそこに勤務する従業員を対象に，昇進・昇格等社員の人事管理，育児・介

護休業，セクシュアルハラスメント，再雇用に対する意識を中心に，関連する実態と意識を把握するこ

とにより，職場における男女共同参画推進に関する今後の施策展開に資するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－事業所調査票，２－個人調査票（女性従業員用），３－個人調査票（男性従業員用），４－

個人調査票（パートタイム労働者用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年度末） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ２，３９０千円 

※ 

【調査票名】 １－事業所調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０５１ 受理番号（旧）２０４０５７ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）事業所 （属性）従業員数３０人以上の事業所 （抽出枠）平成

１６年度事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母１１，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年１０月１日現在 （系統）福岡県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１１月末まで 

【調査事項】 １．事業所の概要について，２．事業所の雇用管理について，３．ワーク・ライフ・バランスに

ついて，４．育児休業制度について，５．介護休業制度について，６．育児等退職者の再雇用と中

途採用（再就職）について，７．パートタイム労働者の雇用について，８．セクシュアルハラスメ

ントについて，９．行政への要望について 

※ 

【調査票名】 ２－個人調査票（女性従業員用） 

【受理年月日】 平成１９年１０月１０日 



 54

【受理番号】 受理番号（新）２０７０５１ 受理番号（旧）２０４０５７ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）個人 （属性）従業員数３０人以上の事業所に勤務する女性正規

従業員 （抽出枠）平成１６年度事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／母３８６，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年１０月１日現在 （系統）福岡県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１１月末まで 

【調査事項】 １．事業所について，２．職業経験について，３．ワーク・ライフ・バランスについて，４．育

児・介護休業制度について，５．セクシュアルハラスメントについて，６．行政への要望につい

て，７．フェイス事項について 

※ 

【調査票名】 ３－個人調査票（男性従業員用） 

【受理年月日】 平成１９年１０月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０５１ 受理番号（旧）２０４０５７ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）個人 （属性）従業員数３０人以上の事業所に勤務する男性正規

従業員 （抽出枠）平成１６年度事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／母５０１，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年１０月１日現在 （系統）福岡県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１１月末まで 

【調査事項】 １．事業所について，２．職業経験について，３．ワーク・ライフ・バランスについて，４．育

児・介護休業制度について，５．セクシュアルハラスメントについて，６．行政への要望につい

て，７．フェイス事項について 

※ 

【調査票名】 ４－個人調査票（パートタイム労働者用） 

【受理年月日】 平成１９年１０月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０５１ 受理番号（旧）２０４０５７ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）個人 （属性）従業員数３０人以上の事業所に勤務するパートタ
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イム労働者 （抽出枠）平成１６年度事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母１９５，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年１０月１日現在 （系統）福岡県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１１月末まで 

【調査事項】 １．事業所について，２．現在の勤務状況について，３．働いている理由などについて，４．フ

ェイス事項について 
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【調査名】 平成１９年県民健康・栄養調査 

【実施機関】 愛知県健康福祉部健康担当局健康対策課 

【目 的】 地域住民に対する栄養指導の基礎資料とするとともに，「健康日本２１あいち計画」の基礎資料を得

る。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票，２－栄養摂取状況調査票，３－生活習慣調査票（１５歳以上用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年度末） （表章）都

道府県 

【経 費】 １，０１１千円 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０５２ 受理番号（旧）２０６１０６ 

【調査対象】 （地域）平成１９年国民生活基礎調査地区より設定された単位地区から国民健康・栄養調査該当

地区を除いた単位地区より無作為抽出した４単位地区の世帯（愛知県一宮市，江南市，弥富市，北

設楽郡東栄町） （単位）個人 （属性）平成１９年国民生活基礎調査被調査対象者 （抽出枠）

平成１９年国民生活基礎調査被調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３６０／母１８，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）愛知県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月 

【調査事項】 １．身体計測，（身長・体重（１歳以上），腹囲（６歳以上），血圧（１５歳以上），血液検査

実施の有無（２０歳以上），開眼片足立ち（４０歳以上）），２．問診（２０歳以上）（血圧降下

薬・不整脈の薬・インスリン注射・血糖降下薬・コレストロール降下薬の使用の有無，運動状況） 

※ 

【調査票名】 ２－栄養摂取状況調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０５２ 受理番号（旧）２０６１０６ 
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【調査対象】 （地域）平成１９年国民生活基礎調査地区より設定された単位地区から国民健康・栄養調査該当

地区を除いた単位地区より無作為抽出した４単位地区の世帯（愛知県一宮市，江南市，弥富市，北

設楽郡東栄町） （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成１９年国民生活基礎調査被調査対象者 

（抽出枠）平成１９年国民生活基礎調査被調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１００／母６，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）愛知県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月 

【調査事項】 １．世帯状況，（１）世帯員番号，（２）氏名，（３）生年月日，（４）性別，（５）妊娠・授

乳，（６）仕事の種類，（７）身体活動レベル，２．食事状況（朝，昼，夕）・身体状況（一日の

運動量（歩行数）（１５歳以上）），３．食物摂取状況（料理名，食品名，使用量，廃棄量，世帯

員ごとの案分比率（朝・昼・夕・間食別）） 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣調査票（１５歳以上用） 

【受理年月日】 平成１９年１０月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０５２ 受理番号（旧）２０６１０６ 

【調査対象】 （地域）平成１９年国民生活基礎調査地区より設定された単位地区から国民健康・栄養調査該当

地区を除いた単位地区より無作為抽出した４単位地区の世帯（愛知県一宮市，江南市，弥富市，北

設楽郡東栄町） （単位）個人 （属性）平成１９年国民生活基礎調査被調査対象者 （抽出枠）

平成１９年国民生活基礎調査被調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３６０／母１８，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）愛知県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月 

【調査事項】 １．食生活・生活習慣について，２．休養・睡眠について，３．（以下２０歳以上対象）飲酒に

ついて，４．たばこについて，５．糖尿病について 
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【調査名】 総合がん対策推進モニタリング調査 

【実施機関】 茨城県保健福祉部保健予防課 

【目 的】 茨城県民の栄養摂取状況，生活習慣及びがんに関する意識・行動の状況の実態を把握し，「茨城県総

合がん対策推進計画―第二次計画―」の効果を確認する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－栄養摂取状況調査票，２－生活習慣調査票，３－がんに関する意識・行動調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「冊子」及びホームページで公表（平成２

０年３月３１日） （表章）都道府県 

【経 費】 ５，３００千円 

※ 

【調査票名】 １－栄養摂取状況調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０５３ 受理番号（旧）１０３０５９ 

【調査対象】 （地域）平成１９年の国民生活基礎調査地区より設定された単位地区（ただし国民健康・栄養調

査実施地区を除く。）より抽出した３０単位区 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成１９年の

国民生活基礎調査地区より設定された単位地区（ただし国民健康・栄養調査実施地区を除く。）よ

り抽出した３０単位区内の世帯及び世帯員 （抽出枠）平成１９年国民生活基礎調査世帯名簿及び

国民健康・栄養調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６８７ ２，０６６ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）茨城県→保健所→調査員（保健所職員）・補助調査員

→報告者 

【周期・期日】 （周期）平成１５年，平成１９年，平成２３年各１回 （実施期日）平成１９年１１月１日～

１１月３０日 

【調査事項】 １．世帯状況，（１）世帯員番号，（２）氏名，（３）生年月日，（４）性別，（５）妊娠・授

乳，（６）仕事の種類，（７）身体活動レベル，２．食事状況（朝，昼，夕），３．食物摂取状況

（料理名，食品名，使用量，廃棄量，世帯員ごとの案分比率（朝・昼・夕・間食別）） 

※ 
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【調査票名】 ２－生活習慣調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０５３ 受理番号（旧）１０３０５９ 

【調査対象】 （地域）平成１９年の国民生活基礎調査地区より設定された単位地区（ただし国民健康・栄養調

査実施地区を除く。）より抽出した３０単位区 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成１９年の

国民生活基礎調査地区より設定された単位地区（ただし国民健康・栄養調査実施地区を除く。）よ

り抽出した３０単位区内の満１５歳以上の世帯員 （抽出枠）平成１９年国民生活基礎調査世帯名

簿及び国民健康・栄養調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６８７ ２，０６６ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）茨城県→保健所→調査員（保健所職員）・補助調査員

→報告者 

【周期・期日】 （周期）平成１５年，平成１９年，平成２３年各１回 （実施期日）平成１９年１１月１日～

１１月３０日 

【調査事項】 １．食生活・生活習慣について，２．休養・睡眠について，３．（以下２０歳以上対象）飲酒に

ついて，４．たばこについて，５．糖尿病について 

※ 

【調査票名】 ３－がんに関する意識・行動調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０５３ 受理番号（旧）１０３０５９ 

【調査対象】 （地域）平成１９年の国民生活基礎調査地区より設定された単位地区（ただし国民健康・栄養調

査実施地区を除く。）より抽出した３０単位区及び平成１９年の国民健康・栄養調査実施地区６単

位地区 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成１９年の国民生活基礎調査地区より設定された単

位地区（ただし国民健康・栄養調査実施地区を除く。）より抽出した３０単位区及び平成１９年の

国民健康・栄養調査実施地区６単位区の満２０歳以上の世帯員 （抽出枠）平成１９年国民生活基

礎調査世帯名簿及び国民健康・栄養調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８３９ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把
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握時）調査日現在 （系統）茨城県→保健所→調査員（保健所職員）・補助調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）平成１５年，平成１９年，平成２３年各１回 （実施期日）平成１９年１１月１日～

１１月３０日 

【調査事項】 １．身長・体重について，２．喫煙・飲酒・運動習慣について，３．がんに対する意識につい

て，４．がん検診について，５．県のがん対策について 
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【調査名】 県民意識調査 

【実施機関】 兵庫県県民政策部知事室広聴課 

【目 的】 兵庫県民の価値観や行動志向，行政への評価・要望など県民生活の基本的な意識の経年変化を大きな

潮流としてとらえることにより，政策形成，施策運営の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－県民意識調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページに公

表（平成２０年２月） （表章）都道府県 

【経 費】 ２，８５０千円 

※ 

【調査票名】 １－県民意識調査票 

【受理年月日】 平成１９年１０月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０５４ 受理番号（旧）２０６１１９ 

【調査対象】 （地域）兵庫県全域 （単位）個人 （属性）成人男女（外国人県民を含む） （抽出枠）兵庫

県市町選挙人名簿，住民基本台帳，外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／母４，６１６，１９１ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）兵庫県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月１２日 

【調査事項】 １．住居周辺の環境への満足度，２．特に関心のある環境問題，３．地球温暖化による影響で不

安を感じること，４．地球温暖化防止に向け重要な対策，５．暮らしの中での環境に配慮した工夫

や努力，６．居住地域における地域活動の状況，７．環境をよくする活動への参加状況，活動内

容，活動への参加のきっかけ，８．望ましい環境学習の機会，９．環境学習の推進で重要なこと，

１０．環境保全のために事業者に望むこと，１１．環境保全のための経済負担のあり方，１２．将

来によい環境を残すための生活のあり方，１３．生活の向上感，１４．生活の満足度，１５．大地

震への危機意識，１６．県政への関心度，１７．県政への評価，１８．フェイス事項 
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５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

(4) (4) (4) (12)

83 59 81 67 58 71 72 25 18 25 35 11 4 6 615

(3) (1) (4)

22 18 10 5 5 5 5 1 5 3 6 3 6 2 96

(3) (4) (4) (5) (16)

105 77 91 72 63 76 77 26 23 28 41 14 10 8 711

(1) (1) (2)

26 33 43 77 68 73 78 34 8 12 8 3 10 6 479

(1) (1)

8 7 31 52 55 110 137 25 35 33 30 14 23 15 575

(1) (1) (1) (3)

34 40 74 129 123 183 215 59 43 45 38 17 33 21 1054

2 2 0 0 0 1 5

(11) (3) (1)  (4) (4) (5) (28)

22 10 16 13 14 35 32 8 11 8 6 2 3 9 189

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (5) (29)

23 11 18 13 15 35 32 8 11 8 6 2 3 9 194

(1) (1) (1) (1) (4)

102 106 101 108 142 139 134 50 6 23 7 6 14 14 952

308 298 312 278 193 216 185 56 51 41 44 44 50 39 2115

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 34

3 2 8 2 2 2 2 2 4 27

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (2) (12)

380 355 321 358 299 355 277 44 82 70 41 66 90 46 2784

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (2) (12)

688 661 635 643 502 576 473 102 136 114 87 113 141 89 4960

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 227 63 56 90 53 37 56 70 2979

(2) (2) (1) (5)

102 71 77 72 54 79 64 22 24 17 17 29 6 17 651

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 3 207

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 1 32

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (1) (114)

143 182 226 154 80 91 51 34 32 25 24 13 17 14 1086

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (122)

711 730 767 621 532 512 350 119 116 135 95 82 80 105 4955

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 91 10 24 5 26 2 27 24 995

11 1 7 11 27 4 61

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 60 13 11 9 15 11 3 3 571

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (23) (5) (3) (12) (3) (12) (3) (4) (207)

309 249 272 212 186 166 146 24 21 9 13 14 9 15 1645

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (24) (5) (3) (12) (4) (12) (3) (4) (232)

579 462 490 394 395 306 297 47 67 24 61 38 66 46 3272

(30) (49) (22) (27) (9) (13) (5) (1) (1) (157)

126 202 176 175 218 215 196 48 45 55 30 11 38 43 1578

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (11) (4) (1) (2) (208)

223 243 179 172 124 131 80 21 20 15 34 28 54 15 1339

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (24) (9) (1) (1) (1) (2) (365)

349 445 355 347 342 346 276 69 65 70 64 39 92 58 2917

(4) (12) (14) (11) (11) (6) (2) (1) (1) (1) (1) (1) (2) (67)

2 1 4 11 1 1 1 2 23

65 116 168 122 122 65 74 19 6 16 10 26 16 24 849

30 52 84 61 61 29 39 10 3 8 5 13 8 9 412

2591 2532 2533 2328 2118 2173 1865 480 469 449 400 312 440 353 19043

2621 2584 2617 2389 2179 2202 1904 490 472 457 405 325 448 362 19455

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名
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年（月） 備　考

11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

(4)

1 3 3 1

1

(4)

1 3 1 3 1

4 6 8 1

3 5 7 3

3 4 5 6 7 11 1

1

(4)

1 2 1

(4)

1 2 1

(1)

1 1 7 (1)

1 4 2 9 16 2 3 2 1

(1)

1 2 5 5 8 16 9 13

(1)

1 5 2 5 7 9 24 18 12 15 1

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。
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国 税 庁

小 計

小 計
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統 計 局

そ の 他

小 計

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省

平成19年平成18年
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承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

備　考

11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

14 11 1 24

4 11

1 2

1

(2)

8 3 2 2 7 5 8

(2)

14 12 1 12 3 39 1 2 7 5 8

19 2 1 1 1

3 6 4

1 2

(2) (1)

7 1 6 4 1 2

(2) (1)

30 1 6 12 1 5 2 1 3

4 2 3 4 1 1 1 2

2 6 4 2 3 10 2 5

6 2 9 4 5 3 1 5 10 2 5

(1)

2

8 4 2 2

4 2 1 1

53 21 25 20 34 59 18 45 31 31 23 18

53 21 25 20 34 63 20 45 31 32 23 19
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実施機関名
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届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

新 規 58 54 43 39 32 27 10 1 5 8 8 4 4 8 301

変 更 69 72 99 108 88 79 81 22 15 23 29 15 30 30 760

中 止 6 3 7 11 8 1 1 2 1 1 5 5 51

新 規 358 282 367 354 355 389 302 84 75 63 67 72 80 63 2911

変 更 329 299 199 140 177 210 178 40 88 29 74 62 54 87 1966

中 止 4 4 8 2 15 16 31 8 10 4 4 7 4 24 141

新 規 105 82 85 124 139 127 94 36 26 28 240 371 30 38 1525

変 更 131 65 55 49 61 114 81 12 24 24 16 12 14 15 673

中 止 1 1 5 2 11 1 1 3 2 1 28

新 規 2 6 2 1 11

変 更 10 9 10 16 16 9 3 2 2 2 1 1 81

中 止 2 3 1 1 1 1 1 1 11

新 規 523 424 495 517 528 543 406 122 106 99 315 447 114 109 4748

変 更 539 445 363 313 342 412 343 76 127 78 121 90 98 133 3480

中 止 13 4 14 11 31 19 51 11 12 10 6 10 10 29 231

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県

年（月）

実施機関名
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届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

備　考

11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

新 規 1 1 1 2 1 1

国 変 更 3 4 1 2 6 1 1 2 1

中 止 1 3

新 規 3 6 5 3 2 4 4 4 7 11 12 6

変 更 6 2 3 3 1 4 5 5 3 7

中 止 1 1 3 1 1

新 規 1 2 4 2 4 6 13 5

市 変 更 1 1 1 1 2 1

中 止

新 規

変 更 2 1

中 止

新 規 5 8 9 5 3 5 6 9 7 17 26 11

変 更 10 7 6 2 10 1 1 6 8 7 4 8

中 止 2 1 6 1 1

平成19年

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等

平成18年年（月）

実施機関名
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